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独占価格と生産価格

松右勝彦

はしがき

独占価格論の基本的課題は，相対的にわずかの労働量しか体化していない独
"ズム

占商品がし、かにしてそれを数段上廻る独占価格で売られるかという機構壱明ら

やにすること，すなわち価値法則から出発して独占価格形成機構を明らかにす

ることにあるが九従来の通説"は，この課題を生産価格から背離する市場価格
フヲス

の運動になぞらえて，独占価格=生産価格+独占草山間としてとこうとした。し

かるに，この見解については. (1) 生産価格・平均利潤法則が否定される独占

設階においてこのような定式化は許きれるのかどうか''. (2) てih占利潤を成

立せしめる固有の機構如何，という二つの問題が生じてくる。スターリ γ論 文

をめ fって行なわれた論争"の過程で生じた平均利潤法則否定論は，ロ)の問題

について通説に深刻な反省をうながすものであったの。本小論は， さしづめ主

1) 一般的に去って，マルグス経済学の価格論は，いつでも価値からの背離過程 構造的追跡にあ
るロ

2) A. Smith， Weal幼 ofNations， Modern Liurary， p. 61，大内桂川訳， (1)， 214ベジ，
A. Hilferding， D由民nanzka戸tal，1955. 55. 34-3-344，林要訳. 381-2ベージ，セレプリャ
"-' 7 r独占資本と物価J1940午;飯田繁「物価の理輪的研究J1949年，常盤政治!独占価格論z

「費本論講庖J4;本間要一郎l 独占価惜・独占未明間， ，現代帝国主義講座J5，等々 。
'3) 産業資本主義段階で量的利潤車を成立せしめていた原子的競争は独占の出現によコて大き

〈宜容を余儀なくされた。したがってl そとから，独占価格の判定基準としての生産価楕，ある
いは輯占利潤判定基単としての一般的利潤串が，独占資本主義のもとにおいて現実的カテゴリ
として存在しているかj それを理論的カテゴリ として設定できる現実的機構がある円ろうか;
という疑問仕当需でで〈る，の庭問は J 従来の暁占価栴研兜の方怯輔の栖本的寓検討につなが
るものであって!不問にふすことは絶対にできない。」 高須賀義博「現代価格体系序説」昭和40隼
11月， 141ベージ，高掴賀義博，独占と物価騰貴，経済理論学金調「現代資本主義と物価」昭和
40年5月， 18-19ベージにも同一趣旨の完言あり。

'4) スタ リン「社会主義の睦済的諸問題J1952字。論争の経過j 文献は政争参照。遊部久蔵j

，W費本論』研究史J;林直道，資本主義の基本的経済法則(上)， (下)， ，経済学雑誌J靖26巻管6号，
磐田巻曹2号"松井清現代資本主義の基木酎睦開法則 「現代資木主義講座J! ; F 凸1日nP-T，
Ein Beitrag zur Monopo1theorie， in Probleme deγ tolitischen Okonomuら Bd.3， 1960 

.'5)独占価格および独占刺潤の問題は』 独占菅本主義において平均利潤率ほEうなっている
か，独占利潤と平均利潤とは相互はどのような関係にあるか，という点に帰着するoJ Olsner. 
iibid.， 55， ，s9-70o 
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題を(1)に限定し，否主正論を代表するに真に{齢、する著名な見回論文句をとりあ、

げ，氏の平均利潤法則規定，特殊的利潤率不成立論，最大限利潤法則代位論の

三つにわたり以下各節で再検討し，そのことを通して，独占価格論の基本的課

題，接近方法， (1)への回答，通説の妥当性，等を模索してみようとするもので

あるo 以上の主題の限定から本稿の限界もまた生じる。 (2)の問題や国家，対外

関係，金融資本規定等捨象せざる壱えず，独占利潤も商品生産ー販売壱通して

えられるそれに限定し，最大限利閏もその煮味で使われている。今後行なう現

象の下向的分析と上向的展開に先立ち，方法論的考察に自己限定した訳である。

I 平均利潤・生産価格法則と競争

見回論文の冒頭文言， I平均華山間法則が独占資本主義のもとで作用している

かどうかの問題は，独占資本主義の基本的性格，基本的法則を明らかにするう

えに，ぜひともはっきりした解決をあたえねばならぬ問題であるが，わたくし

はこの問題をここに平均利潤の本質を明らかにすることから考えてみたいと思

う。と同時に，この問題の解決のための一前提となる形態とその基礎というカ

テゴリーの論理的，認識論的意義について考えてみたいと思う cJ(P.1. 231ペ

ージ)よれ氏の(1) 間接的課題・問題意識独占資本主義の基本的法則の解明ふ

(司 直接的課題一平均利潤法則存続の有無， (3) 接近方法一「平均利潤の本質J.

解明を介して， (;的 導きの糸ー l形態とその基礎j という論理的・認識論的

万法，等がうかがわれる。氏に従って，まず(3)からみてみよう。

平均利潤法則の「独自性」・「本質」は r総剰余価値が各部面の資本家のあ

いだに，平等に再分配されるJ(P. 2， 232ベージ)乙と， I剰余価値が再分配のため

tこ一括されることJを「直接の基礎とするJr再分配の つの特殊的形態」で

あることに存し，以上壱「総括すれば，平均利潤法則は，剰余価値，剰余価値

6) 見回石介，平均利閏法則について. r佐措学雑誌」第，5巻第3・4号h 昭和31年10月，憤山嗣リ
「マルクス経済学論集」所収。ヨ閣ベ ジはI 本文中に「雑誌J. 横山編の順で (p.5， 236ベー
ジ)の ζ とく表示。平融己之吉 l 抽占賞本主義の睦揖理繭」昭和34，~年，木島蝶 「価格と賢本ι，
理論J第8章.昭和40年1月，商須賀，前掲書，に同一見解あり。
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法則，利潤一般の法則および剰余価値が一括されて再分配されるということを

その基礎とするその総剰余価値が各部面の資本家のあいだに平等に再分配され

るという特殊的な形態の法則である。J(以上 P.4-5. 233-4ベージ)と規定され，

ついでさらに.r要素のあいだの外的関係は，その要素そのものの内部関係とけ

っして無関係でなしづ(P.14. 239ベジ)から. r要素から平等的である特質

まったく限定された意味をもった特殊的形態J(P. 14. 239ペーめであると規定

される o 以上の三つの独自性・本質規定の他に，特殊的利潤半と市場価値との

ウヲハラの関係， および平均利潤半は. r特殊的利潤率の一般的平均」である

が. r平均は客観的経済学的規定であって主観的技術的規定ではない」 (第 3

章表題)点が考察される o

以上みたように， 「平均利潤の本質」がさすがに鋭くえぐり出されているの

であるが，本質規定が，主として「形態」・「結果」の観点から与えられ，平均

利潤率の形成過程・機構，それ壱媒介する特定の競争が全〈排除されている点

lに問題があると思われるo そこで当法則が定立される『資本論』第 3部にまで

立ち返えって tの点を考えてみたいと思うの

マノレクスば，第3部の研究対象，抽象から具体への上向段階，論理段階を，

冒頭次のよ号に規定する o r問頴はむしろ，全体として考察された資本の運動

過程から牛ずる具体的諸形態を発見して紋述ホることである。諸資本はその現

実的運動では，具体的諸形態で -・対応しあう。だから資本の諸姿容は，吾々

がとの第3部で展開するように，社会の表面で種々の資本の相互的行動たる競

争中および生産当事者たち自身の普通の意識中に現われる形態に， 一歩一歩と

近づく jη。われわれの問題とする平均利潤範博もまた「資本の運動過程から生

ずる具体的諸形態」の一つ. r種々の資本の相互的行動たる競争J.および資本

家の表象中「にあらわれる形態」に他ならないこと， その本質・内容が，諸

資本の運動・競争，表象等と不可分であること，が上の一文より子想されるの

7) K. Marx， Das KaPital， Dietz Ver1ag， Bd. III， S. 47， 
ごとく暗記。訳ば長柱部主峰訳「資本稿」青木書陪によった。

以下，本文中に III.S. 47の



54 (204) 第 97巷第2号

である。

剰余価値は，二段の転形・「修正」町をとげて平均利潤に生成する。「労働力V

の価値と労働過程における価値増殖Jとの「価値差額J(1， S. 2口2). I労働力

に転態された資本部分について起る価値変動の結果J(1. S. 222) である剰余価 l

値は. I生産当事者の普通の意識中」ではあたかも費用価格 c+vの両成分

からの，さらには「総資本に対する価値増加分をもなすJ(III， S. 55)かのよう

に現象し. I投下総資本のかかる表象的産物として 利潤という転化形態

壱受けとるJ(III， S. 5のことになるべ以上，第 1篇「剰余価値の利潤への転

形 」をみたが，注意すべきは次の一文である。「資本制的競争の原則 (das.

Grundgesetz) ， すなわち一般的利潤率とこれによって規定されるいわゆる生

産価格とを規制する法則 (Gesetz)は尚品の価値と費用価格との聞のこ

の差額と， ー 利潤壱得ながら商品を価値以下に売る可能性とに，もとづく。J'

(III， S 日〕問。ここでは I競争の基本法則」が. I 般的利潤率と 生産価

格とを規制する法則」として把握され，一般的利潤率・生産価格に対して不可

分の関係をもつこと，競争一般でなく，特定の限定をうけた競争であるとと v

等がわかるであろう。

第二段の転形， 第 2篇「利潤の平均利潤への転形」の課題は I吾々がこ

れから本篇で紋述しようとするのは，目.....~般的利潤率が生ずるのは如何な

る仕方であるか， ということ J (III， S. 167). すなわち一般的利潤率の形成

機構・過程の解明である。これはいかにしてとかれるか。 Iさまざまな生産部“

門における ・利潤率の不等性は，競争による均等化のための条件であり，前J

提である。J(Gr. S. 647，訳.IV， 715ベージ)が，価値どおりの販売，剰余価値

率の一定を前提すれば「相異なる生産部門では，資本の有機的構成 また'

8) K. Marx， Theorien叫 "d同 Mehrωe1't，1959， Bd. 1， S. 55.長在部訳， 116へージ。以下』
本文中に Mw"1， S. 55のζ とく略言ι

9) r利潤はただ剰余価値の幻想的な現象形鼠 にすぎないoJ マルクスからエンゲルスへの手
紙 1868年4月30日，Briefe俗ber"D叫 KaPital"，1954. S. 168，岡崎訳， (よ)， 195"ージ。

10) rGrundgesetzJの同一用法は向上手紙にあり。しかし K.Marx， G円tndrisseder politisc;h附。'0飽omie，1953では「再生産のために必要な労働時間」とあり，すし意味がもがう (5.549，訳晶
III. 606ベジ)以下v 本文中に Gr.，S. 549のごとく略記入
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回転期間の相違に照応して・ ，不等な利i閏率が支配的に行なわれるJ(IU， 

S. 187，第呂章)。だが，このような利潤率の相違は， ，生れながらにして水平主

義者であるJ(1， s. 416)諸資本の許容するところではなく，競争による均等化

は必然的となろう。，費用価格のかかる同等性は諸投資の競争の基礎をなし，

この競争によって平均利潤が生みだされる。J(III， S. 178，第8章結語)第 9章

では，マノレグスは，資本構成を異にし，利潤率の不等な「五つの生産部面」を

「たとえば成る木棉工場の種々の細部門J，総投下資本を「 個の資本」とみ

なして， その「平均構成」をとって， ，平均剰余価値」を計算する(以土 III.

S.179-180)。かくして「相異なる生産部面の相異なる刺潤率の平均をとり，この

平均を相異なる生産部面の費用価格に附加するととによって成立する価格ー←

これは生産価格である。J(III. S. 182)。ここでは，次の第10章で明らかにされる

競争によ毛利i閏率の均等化水準，価値からの生産価格の背離の水準，をおおむ

ね明らかにしたのであろう。というのは，このようなことがなければ，平均利

潤率は， ，全く仮想の (imaginar)，無内容な (haltloのものJ，，無料ichts)の

平均，たんに頭のなかででっちあげられたもの (fancy)Jになり ， ，10000/0で

も100/0でもし刊、ということになろう。J(Mw.， I!， S. 182-183，長川訳， (2)， 51-52ベ

ージ)からである。，競争は水準ー均等化が行なわれれば生ずる水準・ を創

造しはしなし、J(III， S. 921， cf. 345)からである。かくして，利潤率の相違とい

う競争の出発点，平均利潤率水準という到達点が，価値法則の展開から必然的

に措定された。

第10章 「競争による一般的利潤率の均等化・・・」の謀題は，本来的難問

は， 諸利悶の一般的利同率へのこの均等化は如何にして行なわれるかとい

うことである。けだし，一二の均等化は明らかに結果であり，出発点ではありえ

ないから PあるJ(III， S. 199)にうかがわれる。 均等化メカエズムはおよそ次

のごとくであろう。，資本は，利i閏率の低い部固から去って，高し、利潤を生ず

る他の部面に移る。このたえざる移出入・・・相異なる部面間への資本の配分に

よって， ・ー・相異なる生産部面における平均利潤が同ーにあるような，需要供
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給聞の比率が生ずる。J(III， S. 222， cf s. 234， 400， 401)。すなわち，利潤率の

相違 資本移動 「生産の拡大または縮少， 商品分量の膨脹または収縮J

(III， S. 401) - ["需要と供給の調整作用J(Gr.， S. 339，訳， II， 368ベ ジ)一価

値の生産価格への転化・平均利潤率の成立町。(この生産価格・平均利潤率を中

心にして，景気循環と需要構造の変化に誘発されて，市場価格，市場利潤率は

上下に変動する。 この局面は，競争・資本移動の第三の領域である。〕

以上みたように， 「資本論』第3部における論理構造および引用文言から明

らかなように， 7 ノレグスの「利潤翠均等化の法則 (Gesetzdn Ausgleichung 

<ler Profitrate)J(I1I， S. 325)・生産価格法則は， 「諸利潤の一般的利閏率への

この均等化は如何にして行なわれるかJ，["どのようにして商品の価値は生産価

格に転化されるか」明を， すなわち「利潤の平均利潤への転形J (第 2篇表題)， 

「一般的利潤率 の形成と商品価値の生産価格への転形J (第9章表題)， ["競
Jカニズム

争による一般的利潤率の均等化J(第10章表題)の機構・過程壱明らかにする運

動法則，因果法則なのである n ぞれゆえ，見田氏のように，形態規定，結果の

観点からのみでは，当法則の本質・独自性・内容が十分に把握された Eは云い難

いように思われる。氏の表現をかりれば，当法則は，いかにして剰余価値とい
~労ユズム

うこの基礎が平均利潤というかの形態壱とるか，とし、う機構・必然性・因果関

係壱明らかしたにものである叫。

ところが見田氏は，次のようにその機構の重要な一環をなす競争を，法則の

「独自の内容」から放遂される o ["資本家相互の矛盾と競争の関係は，独占の

時期にもみられ・・…・，あまりにも一般的なことであって，平均利潤を平均利潤

たらしめるその特定の矛盾と競争3 つまり完全な自由競争のもとにおける各部

11) ζ のような「利閏率均等化法則』と「再生産の法則」聞の関慌を「二律背反」と規定し 景気変動
の原型を与えられるのが，吉村違次「恐荒論の研究j昭和36年であるが，ここでは立入らない。

12) マルクスからエソゲルスへの手紙。 1867年7月27日.a. a. 0.， S. 142，訳， (上)， 156ベジ。
13) 私のこのような論点は，見田氏の最丘の論士(ボルトケグ 4ツチおよびスイ ジーの「転化」

についての見解 H，同， r経済学雑誌」第50巻第4号，第5号 昭和39年)ではほぼ認められて
いると思われる。例えば「干均利潤率や生産価格 現象をその内的な実体と機構からとらえる
マルクス申方法 J CH， 17ページ)， r平均幸町閏串と生産価格の発生の機構を明かにする 」
(伺， 71ベ ν) 芋々 。
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面の資本家のあいだの矛盾と競争は云われていない 。また他方からみれば

この競争そのものは，経済法則が実現するための条件であり，経済法則の

内容，対象ではない。経済法則の内容，対象そのものは， この競争の客観的結

果，その目標である。 以上二つの点からみて ・競争は，やはり平均利潤

の一つの一般的基礎ではありえても，その独自の内容ではないJ(p. 7-8， 235ベ

←ジ，強点引用者)。これが正しくないことは，上述のとおりであって， ここ

では繰返えさないへ 「経済法則の内容・対象」が I競争の客観的結果， そ

の目標」につきないことは，同じく競争によって惹起される景気循環，恐慌の

運動法則，利j同率低下法則を考えれば，自明と忠われる。

また. I総剰余価値の平等な分配には，まず総剰余価値が再分配のために

括されるということが必要であるJ(P. 4. 234ページ)と云われるが，前もって再

分配のために総剰余価値を一括する機構は資本主義には存在せず，競争による

平均利潤率の形成 Iたえざる不均等のたえざる均等化J(III. S. 222)が， 同

時にあたかも「一括Jを行なっていzかに見えるにすぎないことも，同様自明

であ芯と恩われる。

木節では. r資本論』における平均利潤・生産価格法則とは，剰余価値→利潤

ー→平均利潤，価値→生産価格の転形過程・形成機構を明らかにした運動法則で

あることをみたが，この考察は，見田氏の当利潤把握の不十分性をみるに役立

つばかりでなく，本小論壱つらぬ〈総論的意義壱もつ。すなわち， ここから，

il) 独占価格法則の定立とは，同様にして価値→独占価格の形成過程・機構を

解明することに他ならぬという私の基本的課題設定の妥当性がわかり. (2) 平

14) 平均利潤車形成では r~競争』がこれまでのたんなる前提から， ......~媒介項』として登場する」。

宮本義男 r~資本論』研究序説」昭和33年， 213ベ ジ。 r競争の基本法RUJを平均利潤法則に含
蓄せしめるへきか否かはj プラ γ問題で明らかにされた践争の「両極分解J. 平均利閏ヰ
生虚惜帽を規制する「競争の基本法則」の現行「資本前」への桐入と「腕争の現型的運動jの間
外への捨象ーーにかかわろう。佐藤金三郎. r経時学批判」体系と「資本論J. r経済学雑誌」第
31巷第 5. 6号，昭和29年.45へージ，磯村隆文j 基樺範明としての輯争諾概志.r経済学雑誌」
第36巷第6号』昭和32年， 33ベジ，久留間鮫造「恐慌論研究J増補新版z 昭和40年10月
へ ジ。なお後の「極」の具体化のうらに恐;;c諭榊輔の試みについては，種瀬茂，市場価格の周
期的変動と恐慌 「経済研究」昭和31年7月号，諸資本の競争と恐荒との関連について.r 橋
論叢」暗示~133年10月号 L 睦済学の体系と方法 「思溜」昭和38年9月号を参照。
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均利潤法則の否定から直接的に最大限fiJ.i潤法則の定立が云えなU という第E節

前半の論点，および『資本論』は価値の生産価格への転化機構を明らかにした

にとどまり，生産価格与市場価格の背離・収歓機構の考察は捨象されており概

独占によるこの機構の麻癖に独占価格発生の余地があzとし、う同節後半部分の

論点がでてくるのである。さらには，第E節の特殊的利潤率・市場価値の考察

の前提になっていることは， もちろんである o

E 独占と特殊的利潤率・市場価値

見田氏は. I平均利潤の本質」を究明した上で. I法則が独占の時期にこうむ

る変化J(P. 20. 242へージ)の考察に進まれる。氏は，独占の時期には「資本家

相互の関係」が「本質的に収奪と被収奪，支配と服従の関係」に変化するとしv

その具体的内容を「全能の独占集団と非独占集団の区別と対立が各部面壱つう

じてうまれたJ (例，系列化・下請関係〉点に求められ，それ壱理由に「各部

面の中位の標準的な利潤率は見出しがたくなり，個別的利潤率の差異は，

独占の利j閏と非独占の利潤として，その不均等は固定され，隔絶したものとな

り，それはただ同じ部面に属するというだけの理由で，二つを加えてその平均

を山すことが困難になっている』とし，それゆえ「特殊的利潤率が語りえなく

なった 。つまり平均利潤法則は，その拠って立つ地盤をうしなって「没搭~.

したJ(以上 p.20-23. 244へージ)と結論される。

見られるとおり，氏の平均利潤法則否定論の核心は，独占段階に至ると当法

則の前提・要素をなす各部面の特殊的利潤率が語りえないとされる点であれ

この点は，当法則の崩壊を部面問の平均不能でもって云う他の論者1町に対して

(もっとも氏もこれを杏定されず)大きな特色をなす。氏は「平均利潤の本質」

論ですでに「部面内の平均は部面間の平均と不可分である」と喝破されていた

15) 例。星川順一，資本規模の相違と資本の競争. r経新学雑誌」第四巻第3号 i 昭和田年，北原

勇 集積集中み独占.r空回学会雑誌J.輩出巻第 5号，昭和33年1 は独占企非独内聞の費本規

模格差に基づく部門間競争の制限，したがって平均利閣法則の崩壊，および部門をとわず同額資
本同一利潤の法則を云う U この発想ますでに J.Steindle， 5mall and Big Business， 1945， 

pp. 11-12，訳， 27-28ヘジ ;Maturily and StagnatiQn ~.n America旬 Cザ 山lism，1952， pp 
67 -68，邦訳， 87 88ベジに見出される。
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から，このような部面聞ではなく部面内の平均に着目する秀れた着想が可能に

なったのであろう。以下，氏の当法則否定論の要をなす特殊的利潤率不成立論

の二つの根拠ー付) I資本家相互の関係」の変化のとらえ方， (ロ)個別的利閏

率の平均不能だから特殊的利閏率は語りえない，の二点につき順次検討して，

氏の特殊的利潤率不成立を介しての当法則否定論が成立っかどうか壱みてみよ

う。まず(イ)について。

第一。日本の産業構造をみるに，独占的大企業のみが存在する「高度寡占型J

部門(企業数1-1'， ピール，ナイロ:/，写真フィノレム，板ガラス，けい素鋼板，

アルミ地金，腕時計，ポリエステル， ポリエチレ:/，広幅帯銅，等)， および

競争的中小企業のみがみられる多〈の「競争型」部門が検山吉れうるのであっ

て問， 氏のように「独占集団と非独占集団の区別と対立」が「各部面をつうじ

1 うまれた」と一般化し，それを根拠に特殊的利潤率が語りえないとしえない

ように思われる。独占が資本の集積・集中に基づいて成立し，しかも部面閑に

不均等発展がみられるのだから， I巨大資本が支配してい芯生産諸部門~，多数

の中小資本が競争している生産諸部門正に，いちぢるしい分化がみられるj町に

至るのは，当然であろ号。

第二。氏もとれを認めて云ラ。 Iほとんど完全に独占が支配している部商・ー

また中小企業が圧倒的多数をしめる部面〔以下独占的部面，競争的部面と略称，

引用者〕においては特殊的利潤率を語ることができょう J(P. 22， 244ベ ジ)。だ

が，そうすると「特殊的利潤率が語りえない」部面が先の「各部面をつうじて』

から独占的・競争的部面を除く特別の部面に局限されてきて，それだけ平均利

潤法則を否定する力がよわくなろう。さらには，高い独占利潤率をあげ，事実

によって当法則を否定している他ならね独占部面において，氏の当法則否定論

の戦略武器をなす特殊的利関率不成立がむしろ云えないという奇妙なことに

16) 公正取引委員会編「日本の産業集中」昭和四年，37-47ベ ジおよび巻末資料第3表による。イギ
Pスについても同様である。 Evely&: Little， Conc帥 tration四 Brituh Ind'u<itγ.Y. 1960 

J7) 井村喜代干北原勇j わが国工業の構造的特質といわゆる「企業規模別賃金格差J.社会政策
学会編「労働市場と賃銀」昭和36年.68ページ。
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なろう o この氏の論理と事実との不一致は，氏が当初Eし< (というのは，独

占形成はまず部面内競争の止揚として作用するから〉部面内「資本家相互の関

係」の変化に着眼されながらも，事実上，この変化を単に独占資本対非独占資

本の対立関係にのみ限定されていることから生ずると思われる。 I資本家相

互の関係」とは I多数の資本の突互的作用 (Wechselwirkung)J (Gr.， S 

317 訳， !I， 342ベージ，および， S. 545，訳， I!I， 631ベ ジ)， I資本対資本の行動」

(Gr.， S. 637，訳， IV，704ベージ)，つまり「種々の資本の相互的行動たる競争」

((I!I， S. 44) に他ならないが，こういう意味では，独占による変化は「各部面を

つうじてうまれた」と思われる。すとわち，資本の集積，集中，企業数の減少

lにより， I相互のあいだの協定に達することはたやす」叫くなり，独占が成立

する部面では，利潤率の低下を主ねく従来の競争が緩和され叫， 他方，競争的

部面は，総剰余価値のうちこの部面に帰属する部分が独占部面の収奪によって

平均以下となったこと，独占部面から排除された中小資本の流入，独占資本のこ

の部面への進出，等により資本家聞の競争関係がより激化したとみられる問。つ

まり，競争の緩和(変質)と激化。氏の「資本家相互の関係」の変化のとらえ方，特

殊的利潤率不成立論は，このような変化をくみつくしえないのではなかろうか。

第三。氏は「しかしそれはもちろん総資本，総剰余価値にかんするものでは

なしまたその場合には，当然，この二つのグループのあいだには，平均では

なく，不均等がみられることになる。つまり平均利潤法則は作用しなくなる。」

(同前，強点引用者)と強弁される。だが，強点部分は，特殊的利潤率を介して

平均利潤法則の失効をとく民独自の卓越せる本来的主張と相入れないものと思

われる。そのように，独占と非独占部商聞の利潤率の「不均等」でもって，平

均利潤法則の失効を云いうるものなら，もともとそれの前提をなす特殊的利潤

率が語りえないとする廻り道は，全く不要だフたということになろう。

18) レ ユン「帝国主義」宇高訳，岩波文庫， 30へージ。
19) もちろん一定の価格協定のもとでも』独占体相互間にj 生産費切下げ J シェア 拡大，品質

等をめぐョての競争が激化する西もある。ヴァルガ「世界桂田年報」第7輯，訳， 60 62ベ ジ。
20) ，諸資本の増加はI 資本家聞の腕争を増加する。 K. Marx， Lohnarbeit叫zd Kap~tal， 

Mac疋 E比ge1sWerke， Bu. 6， Diet;，:; Vedi:l，g， 1959. S. 417，長住部訳，岩波士庫， 60ページ。
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第四。特殊的利潤率が詰りえない「独占集団と非独占集団」が対立する部面

を， 系列化・下請関係のみられる部門に求めるのは無理のように忠われる。

「独占資本と非独占資本との関係は，・ー 群小資本を自己の系列下に編入して

低劣な下請条件を強制することによって直接に系統的に収奪し，ー J (P. 22. 

243 4へ 引と氏は云われるが，このような「系列J，I下請」関係刊のみられ志部

門は，特殊的利潤率・市場価値形成にかかわる「同一種類・ほぽ同一品質・の

諸商品|壱生産する「同一生産部面J(III， S. 206) とはみられないと思われる。

例を繊維産業部門にとろう。そこでは，原糸生産部面を担当する独占的大資本

と，織布・染色加工・縫製部商壱担当する中小資本聞に，戦前から下請関係が

みられ，戦後にも最初に系列化が云われたのであるが，しかし各部面は繊維部

門としては一括されうるにかかわらず，異種的生産物を生産している異種生産

部面と考えねばならない町。異種商品，原糸ーポ y ドベ 織布ーャーノレ， ワイ

シャツ一枚等は，各々別々の価格形成機構に属し，これを司ーの市場価値・特殊

的利J閏率形成機構に属せしめる訳にはし、かないと思われる叫。それゆえ，系列・

下請関係でもって特殊的利潤率不成立の根拠とはなしえないように思われる問。

第五。かくして，問題は，特殊的矛町閏率・市場価値にかかわる狭義の生産部

面でありながら，独占集団とそれから排除されたアウトサイダ-1::の刻立がみ

られる部面町 kおいて，特殊的利潤率が語りえなし、かどうかにかかっでこょうか

21 )系列 tJ， r下請閏骨」に 0¥'ては，論争があるが，ここでは問固にしなU、
，22) 生産価格論でいう「部面 (Sphare)Jは;再生産請でいう「部門 (Abteilung)Jよりよりせま

くi 社会的分業の一環そ担い! つの独立的使用価憧を生産している部面を云うロ冊j ー杖の亜
麻製ヅヤツについてのマルクスの区別， r亜麻栽培業者J. r亜麻蘇#ぷ業者」・「織物業者」
「標白業者J. rジヤツ重県造業苦J(II. SS. 439-44-<')， r牧畜業者は獣皮を生産し 際皮業者は
獣皮を革に転形G，製靴業者は革を靴に転形するJ(1， S. 371.第12章「分業とマニュファクチ
ュアJ)。向坂訳では， Abteilungは「部類J.Produktionszweigは「生産部門J.ProduktioDS-

sphareは「生産部面』と訳されているようだ。
23) ただし，噛前とちが。て現在は質融委託加でが「一般化」し(政治解情研~i所編 re本の繊維

産業」昭和田年， 14ページ)，総売り，訴の市場価格形成は局部的となった。

，.) ただL.，r劣位の申小企業が同部門内の大企業の下請に転ずる場合=包括的下請もある」。井村
北原，前橋論文，72ベ ジ。 f知U，賃紡j 電気機滞J 藤田敬三「日本産業構造と中小企業」昭和40年，260
へージ。各種下請形態の古典的規定は小宮山琢二「日本中小工業研究」昭和16年， 32-34ページ参照a

25) 私はz 系列下請による収奪を否定するのでは毛頭なく J ただ系列・下請を特殊的刺潤率不成
立の根拠にしえないと去っているだけである。

26) その例。石炭鉱業z 水産業a 貴料品工業J ミシン，ベアリングj 楠紡ι 織布，酸素等。中村秀
一郎「日本の中小企業問題」昭和田年 209ヘ ジ。
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なるほどそこでは「同一商品についての独占価格とアウトサイダ一価格との聞

き」町がみられ I個別的利潤率の差異は，・日独占の利潤と非独占的利潤と

して・・二つを加えてその平均を出1ことが困難J(前出)， I二ヮの利潤率のち

がいは ・支配と服従の関係の表現にすぎない 唱。各部面の個別的利潤率の

差は， もはや平均しうるものではない。ここに特殊的利潤率・・・・とし、う平均利

1閣の根本的前提がすでに語りえないものになっている理由があるJ (P. 21-2， 

243-4ベ一世)左云えそうに見えてくる。か〈して，問題は， (1ロ) 個別的利潤率の

平均不能→特殊的利潤率不成立，に移行する。私は，この考えに大きな疑問を

感じざるをえない。平均可能，不能を云う前に，そもそも特殊的利潤率なるも

のは，子め前もって存在する諸個別的利潤率の平均として与えちれるものだろ

うかフ そこでJ特殊的利潤率の概念，個別的利潤率との関係を『資本論』に

立ち戻り，検討してみたいと思う。

見田氏も引用されているとおり， I一般的利潤率はー 各特殊的生産部面そ

れぞれの利潤率がすでに周数の平均率に還元されていることを前提とする。こ

m 
れらの特殊的利潤率はどの生産部面でも に等しく商品の価値から展開

C 

されねばならない。J(II1. S. 182，強点ー引用者)のだから， I特殊的利潤半」は，

ある部面で生産された総剰余個値を投下総資本で平均した商「亨」と定義されう

るのであって，これは「資本論』第3部第8章「相異なる生産諸部門における

資本の構成の相違とその結果たる利潤率の相違」における「利潤率」に他なら

なし、。この特殊的利潤率は， I商品の価値から展開されねばならないJ (前同)

し， I商品はその価値どおりに売られるという前提J(III. S. 175)あるいは「商

品はその価値どおりに有られるという，総じてこれまで吾々の展開の基礎であ

った基礎上で妥当するJ(III， S. 178)範噂なのである。 この「前提」・「基礎」

上でのみ，資本構成・資本の回転期間の差異が，特殊的利潤率の相違を規定す

る唯一の要因たりうるのであって，しかもこの相違を均等化して成立する平均

利潤率は，価値法則に立脚しているとはじめていいうることになるのである。

27) セ νプリャコフ I 前掲書 42ベジ。
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もしこの「前提」がくずれ，価値どおりに商品が販売されないとすれば，干の

刑に変動が生じ，定義された特殊的本山間半とはもはやー致せず，価値法則との

関係は切れ，このような特殊的利潤率を平均してえられる平均利潤率も訳のわ

からぬもの，価値法則とは断絶したものになろう。スミス・リカードの平均利

潤率は，このようなものであった汽以上みたように，特殊的利潤率範時は，

商品の価値どおりの販売を前提にしてえられる未だ価値次元に属する範曙であ

ると考えられる。

以上で特殊的利潤率の前提条件と概念が明らかになったので，次に個別的利

潤率との関係をみてみよう。 r商品はその価値どおりに売られる」とすれば，

個別的利潤率は，個別的価値の大いさに逆比例して，つまり個別的価値の大き

いほど個別的利潤率は小さいというように， r必然的，法則的J(P. 11，237ページ)

に相異なる。 r市場価値以下の個別的価値をもっ商品は特別剰余価値または超

過利潤を実現するが，市場価値以下の個別的価値をもっ商品の方は，それに含

まれる剰余価値の一部分壱実現することができない。J(IlI， SS. 303-304) から

である。つまり，価値どおりの販売を仮定すれば，一方では亨として特殊的利

潤率が成立し，他方では相異なる不均等なる個別的利潤率が同時に成立するの

である。

このようにみてくれば明らかなように，特殊的利潤率は，諸個別的利潤率がま

ずあって，しかる後にそれらが平均されて，はじめて成立するとは決して云え

ないのである。だから，見田氏の云われる個別的利潤率の平均不能→特殊的利

潤率不成立論は，平均が可能であるか，不能であるかをとわず，根本的にその l

考え方において，論理的な誤りをおかしていると思われる。これは，平均利潤

率がいつも特殊的矛山商率の平均として与えられることから生じた錯覚ではない

かと思われる。 r資本論」においても，市場価値k個別的価値，したがって相

異なる諸個別的利潤率がとかれる第3部第10章に先立って，第B章ですでに個

別的利潤率とはかかわりなしに特殊的利潤率の概念が展開されているのである。

28) A. Srnith， op. cit.， Chap. 7; D. Ricardo， Pri飽 ιipl目" Chap. 4をみよ。
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氏は，個別的価値の市場価値への均等化の対応的関係として個別的利潤率の特

殊的利潤率への平均化壱考察されてし、るようであるが (p.9-12，236-238ベ ジ)， 

個別的価値は市場価値を前提にせずとも生産過程で前もって与えられるに反し

て，個別的利潤率は個別的価値どおりの販売壱仮定しない限り，市場価値・特

殊的利潤率に先立って与えることはできないのである。

価値どおりの販売を「前提」にしてえられる個別的利潤率壱平均した時，確

かに算術的には特殊的利潤率と一致しうるが，それでもこれは正しい算出方法

ではないし，しかもそれはこの「前提」の下でのみ云いうるにすぎなしこの

「前提」の崩れた独占・非独占の個別的利潤率を平均するととは，特殊的利潤

率とは無縁のと正であろう ο

以上みたように， r独占集団と非独占集団」とが対立する典型的部面でも，

個別的利潤率の平均不能とし、う根拠からする特殊的利潤率不成立論は成立しが

たしそれゆえ平均利潤法則の否定も必ずしも云えないと思われる。

最後に，特殊的利潤率否定論のもつ重大な意義をみておこう。特殊的利潤率

は， r価値どおりに売られる」ことを「前提」にするが，この「前提」はまた

次の限定をうける。「諸商品が価値どおりに売られるためには，・・・第一に，相

異なる個別的価値が一つの社会的価値・前述の市場価値に均等化されておらね

ばならず，そのためには同一種類の商品の生産者聞の競争口ーが必要である。」

(IlI， S. 206)つまり，ちぢめて云えば，特殊的利潤率は， 部門内競争による個

別的諸価値の市場価値への均等化壱条件とするのであって， もしこの条件が成

立しなかったら，それは語りえないことになろう。かくして，特殊的利潤率成

立・不成立の問題は，独占の時期にはとの条件が成立するのかしないのか，す

なわち市場価値が成立するのかしないのかにしぼられよう。

私の能力と紙数の都合からして，ここでは全面的に扱えぬが，行論の必要上，

市場価値不成立論(平瀬氏は熱心な主張者である)29) について，次の疑点、のみを出

29) r市場価値法則 一駒一価法則は崩壊する。市場には個別的価値が視のまま存在する」。 平
瀬』前掲書， 252ページ。
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しておこう。 (1) 競争と独占はその対立的側面においてのみとらえられ，独占

が競争から独立に外部から投入されたかのように扱われsベ競争が基本矛盾

の展開によって独占k転化した事実，転化の意味内容(~資本論u の4 ， 17， 22章，

Eの1， 2. 4， 6篇表題中の「転化Jr転形」の用法に注意)が軽視されていると思わ

れる。私見によれば，独占は競争壱前提し，内包し，それゆえ市場価値成立を

も内包していると思われる。(剖 一歩譲って，独占が競争壱全く排除する側面

のみ壱強調するとしよう。ところが，市場価値規定をみるに，マルク λは. Iあ

る部面で生産された商品の平均価値」または「その部面の平均的生産諸条件の

もとで生産されてその部面の生産物の大量をなす商品の個別的価値J'"(IIl， S 

203)とまず総括的規定を与え，ついで上中下の生産諸条件を考慮した「三つの

場合J を想定して， より詳細な規定を与え， 最後に Iこζで抽象的に叙述

された市場価値のこうした確定は現実の市場では，購買者間の競争によ

って媒介されるJ(IIl， S. 210)1このべてしも。「剰余価値学説史」では.I一部は

資本家相互間の，一部は商品の購買者と資本聞の，および購買者相互間の競争

は，ある特殊的生産部面の各個の商品の価値が，この特殊的な社会的生産部面

の商品総量が必要とする社会的必要労働時聞の総量によって決定され，個々の

諸商品の諸個別的価値またはその個々の商品がその特殊的生産者・販売者に要

費せしめた労働時間によって決定されない， というように作用 TるJ(Mw.， II 

S. 197，訳， 74-75へージ)と云う。それゆえ， 市場価値規定は多面的であり，

「資本家相互聞の競争」が独占に転化するとしても，市場価値の「抽象的JI確

定J.r購買者聞の競争J.I購買者と資本家聞の競争」は規定者として残存しう

るであろう。 (3) 市場価値否定論は， ~資本論」冒頭の朴会的必要労働時間に

よる価値規定引 「何{直の社会的性格J'"(III， S. 712) の否定，さらには社会的

30) 佐藤金三郎独占分析の方法をめぐコて.r経済評論」昭和35"'F1月，臨時増刊号.33ページ審照。
31) 大内力氏は1 この二つの規定を「くし、ちがった三つの考え方J(r地代と土地所有ム昭和33年!

5ベージ)とし，後者こそ「正当な親定J (21ベ ジ)と云われるが問題があろうむ
32) 第l部面値論と第3部市場価値論の関保についてはj 山本二三丸「価値論研究」昭和31年j 第

5章をみよ。
33) この考察についてはj 向坂逸郎「マルクス経済学の基本問題」第2篇E章第2節毒照。
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価値と個別的価値の差(特別剰余価値)をめぐる生産力上昇を前提条件とする

相対的剰余価値の概念，市場価値壱内包する平均利潤率(生産価格)とその低落

法則，平均利潤率(生産価格)を前提とする商業利潤論・地代論，等，要する

に「資本論』の全体系の否定につながっていこう o そうすると w資本論」

は自由競争段階の特殊的理論であるばかりでなく，同時に資本主義ー般の一般

理論でもあれその法則も競争段階の特殊法則であるばかりでなく， r同時に

資本主義一般の法則でもある。 そのかぎり， それは資本主義の他の段階であ

る独占資本主義の法則を包括しており， ・ー…その運動を予測するもの」叫とと

うてい云えなミなろう。 否定論者は， 全体系書直しの義務を負うが， 市場価

値を否定して個別的価値まで逆行して， このことが可能であろうか(第E節

参照)。

E 独占価格と生産価格

見田氏の平均利潤法則論の究極的課題・問題意識は，第 I節冒頭でみたよう

に，独占資本主義の「基本的法則を明かにすることJにあったが，それゆえ当

然，氏は平均利潤法則の崩壊を論証された後，最大限利潤法則について言及さ

れる。 r独占の時期においては，一つの特定の経済学的形態としτの平均利潤

はその語りうるその前提をうしなったことによってその効力をうしなった。剰

余価値法則は，平均利潤という形態をとることをやめて，最大限利潤の形態を

とることとなった。J(P.24，245ベーめだが，平均利潤形態の崩壊から直線的に最

大限利潤形態聞の定立を云われる耐ところに，一つの問題があると思われる。

というのは，第 I節でくわしくみたように，ある法則の定立とはその成立過程・

34) 見田石介「資本論の方法」昭和38年.45へシ。
35) 独占利U凋率は必ずしも高〈ないという見解は， G. J. Stiglcr， cat付alaf包dRates 0/ Rehwns 

同 M叩句facturingIndt出向 叫 1963，pp. 67-68;小宮隆太郎.w独占資本』と所得再分配政情，

「世界」昭和36年3月，同，日本における独占と企業利潤. ，企業旺済分析J.牢にみられるが，
本論文では一応高いと前提してL、る 0

36) むしろこれが当時の主配的見解であった。クチゾスキ zレムユッツ，山本二三丸民の主彊も，

見国民と似てし唱。註 4) の文献事照。
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ここではこのことがちっとも云われていず，機構を明かにすることであるが，

単に他の法則の崩壊が論証された(ぞれも問題があった)にすぎなドからであ

る。

(Mw.， II， S. 165，長州訳， (2)， 24ベージ)壱出発点とし，

間項J(同前，および 1，S. 321)壱経てはじめて定立される。いまこの形成機構

を合目的的に図示しよう。

部門内競争 部門間競争

(個別的利潤率)※→特殊的利潤率→平均利潤率

個別的諸価値→市場価値I社会的価値→生産価格

来見田氏のばあい。

「労働時間による価

「多くの中

第 I節で詳論したように，平均利潤・生産価格法則は，

内値の決定」

平均利潤法則

生産価格法則

見田氏の平均利潤法則杏定論の要点は，第二項の不成第 E節でみたように，

己の論証が全〈完壁だったと仮定すれば，第二項立を云われる点である。今，

平均利潤・生産価格法則形成機構の崩が成立しない以上，終結項も成立せず，

そこでの媒介項をつき

法則そのものの崩壊を論証しようとされた。しかしなが

あくまで平均利潤・生産価格法則の否定だけ

この機構に内在され，壊が云えるととになろう。民は，

くずすことによづて，

と

は

る
と

あ
る
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たとえば最大限利潤法則の定立が同時的であって，

に云え石ことにならない k思われ右。

「平均利潤は，総剰余価値の再分配

一括された総剰余価値は，資本家のあいだにい

株主的，兄弟的，共産主義的にも

再分配することができれば，反対に，資本家のうち一方が収奪し他方が収奪され

て不平等をもたらす仕方で再分配することもできる。兄弟的，共産主義的分配

「形態とその某礎」で三つの形態の対立的・二者択一的性格壱明

らかにしても，何にもならぬと思われる。

この古い，

の一つの特殊的形態である

不平等にもろいろの形態で 平等にも，

の直接的対立物はまさにこの収奪と被収奪の分配であろう J(p.4， 233ベージ)。

なるほど品る「基礎」が二つの対立的「形態」をとりうるというここ由主らは，
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ことどけが明らかであるが，いぜんとしてし、かにしてその「韮礎」が特定の「形

態」壱必然的にとるかという機構が不明であるから，その「塞礎Jがたとえ平

均利潤という 一つの「形態」をとらない必然性が明 ιかになっても，今度はそ

の「基礎」がもう一つの「形態」をとるかもしれぬと単に予想されうるにすぎ

ず，必ずを oH、う必然性は Eこからも云ええEい土恩われる。

以上で，平均利潤法則がいくら完壁に否定されたとしても，最大限利潤法且t

自身の形成機構が別様に明らかにされね限り，見田氏のようにそれがとって代

るとは決して云えないということをみた。そこで，次にさらに一歩すすめて，

このような平均利潤・生産価格否定論に立つ限り，たとえ試みようとしても，

独占利潤・独占価格形成機構を明らかにしえないのではないか， ということを

みてみよう。

前述のとおり，特殊的利潤率の不成立論は，諸個別的価値の社会的価値への

均等化を否定し，結局，論理を個別的価値の次元迄逆行させてしまう。ぞうす

ると，独占価格を

独占価格=個別的価値+独占利潤

のごとし個別的価値から一足とびに，無媒介的に，中間項向きに，とらえねば

ならない破目におちいらざ5をえないであろう。ところが，独占商品の個別的

価値は，独占資本の有する優等な生産諸条件および高度の資本構成に基づき，そ

の部面内および部国外の他の諸個別的価値よりも相対的に小さいはずであれ

それゆえ，この範式における独占利潤は，ロ) 優等な生産諸条件に基づき同一

部面内でえられる超過利潤， (2) 資本構成の差異に基づき異部面から移転Lて

くる剰余価値分， (3) 独占的な支配と収奪に基づく本来的な独内利潤，の混合

物・雑炊となり，独占利閏の真の性格がむしろあいまいにならざるをえないで

あろう。さらには，この範式は，独占段階におけるもう一つの価格，非独占価

格(生産価格マイナス独占利潤)を対応的に示しえないことになろう。(個別L

的価値の代りに， (市場〕価値，費用価格を出発点において，価値+独占刺潤，

費用価格十独占利潤としても，同じ欠陥を免れえないであろう。〕
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かくして，生産価格壱→つのf度量基準」聞として用いる通説の次の範式は，

T生産価格を乙え価値をこえて騰貴する独占価格J(III， S. 917) の形成機構を

表わす一般的範式として，より適当であると思われる。

l独占価格=生産価格+独占利潤

非独占価格=生産価格独占利潤

問題は，独占価格形成にあたって，個別的価値の市場価値への均等化機構，

市場価値の生産価格への転化機構が，再びくりかえされ，再現するのか，どう

かという点にある。産業資本段階においても，生産価格は「観念的平均J'(III， 

'8. 886) において抽出されるにすぎず， 現象的にはそれから背離した市場価格

が支配していた。この)見つかみどころのない市場価格現象を合法則的に把握

すzためにほ』この商品の個別的価値の市場価値への均等化，市場価値の生産

価格への転化が，この市場価格の形成においても，再現され，反覆されると考

えねばならない。目にみえるものは単に市場価格現象だけであるが，この背後

4こ織なす価値法則からの展開過程壱論理的に認識しなければならない。 r目に

みえる単に現象的な運動を内的な現実的運動に還元することが科学の仕事J

'(III， S. 344) だからである。市場価値法則もまた，単に生産価格の歴史的先行

者であるばかりでなく，同時に，生産価格法則の中に止揚され，再現され，機

官話すると考えるべきであろう。(たとえば，さもないと，多数の個別的生産価

格が市場に存することにあろう。)同じようにして，独占価格の形成過程には，

市場価値・生産価格形成機構が内包され，生産価格から独占価格壱背離せしめ

る機構と相まって，独占価格形成機構は日々刻々，日常的に作動し，わずかの

労働量しか対象化されてし、ない独占商品の小さい個別的価値を，それを数段上

廻る独占価格に転化せしめている，と思われる。このようにして，独占価格法

則の定立には，生産価格法則は不可欠の媒介項，中間項である任思われる。生

産価格は，競争の独占への転化により，独占・非独占価格に転化した間。

37) 総じて，平均利潤をこえる超過分を云々 しうるためには! この平均利潤が度量基準として
確立されておらねばなら担J(III， S. 833)。ただし地代について云われた言である。

~8) ，It原勇，市場構造と価格支配， 慶大「経商学年朝J， ，昭和31年， 141ベ シBおよび高d賀

報告に対する北原氏の尭冒(経済理論学会編，前掲書， 82ベーシ)参照。
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見同氏は，競争段階平均利潤法則， 独占段階独占利潤法則とされる占ど

(現象的にはたしかにそうであ芯)， 亡の考えの根源は，例の形態論にあると

思われる。それならば，二つの法則が断絶したものとなり，資本キ義の基本矛

盾の展開が，他ならぬ競争を独占に転化せしめ，独占資本主義をうみ出したこ

と，独占資本主義は， I資本主義一般の基本的属性の発展と直接の継続I:Gて

生じた」聞こと，独占は，競争の対立物でもあるが同時に「競争の必然的結果J'O)>"

でもあり，競争の転化したものでもあれ価値の生産価格への転化が意味するよ

うに，競争を内包するより高次な概念であること，等が全く無視されることに

なろう。諸資本の競争は「自由競争価格」叫(生産価格)を，独占は独占価格を

もたらす。ところが，独占こそは競争の胎内から基本矛盾の展開によって発生

したものだから，独占価格も生産価格から転化する，と思われる。少くとも歴

史的にそうであることは，理論的取扱いに一つの示唆を与えるものであろう。

マノレタスは，諸資本の競争・資本移動にかかわる三つの段階・局面を区別し

て，次のように云う。「第ーの移動 (Wanderung) が生じるのは，価値とは異

なる生産価格をつくりだすためである。第二の移動が生ずるのは，現実の市場

価格が生産価格以上に騰貴したり以下に下落したりするやいなや，それを生産

価格に均等化させるためである。第ーのものは価値の生産価格への転化であるや

第二のものは，異なる諸部面の現実の偶然的市場価格の，生産価格をめぐって

の回転 (Rotation) である。J(Mw.， I1， S. 200，長州訳， 79ベージ〉。競争段階に

おいては，需要構浩の変化あるいは景気変動に基因する「需要供給問の比率」

(III， S. 222) の変動にもとづき， 市場価格は生産価格から背離したが，上にみ

た第二の資本移動は，この背離を無に帰せしめ，市場価格を生産価格に収飲せ

しめた。独占段階に至ると，資本の集積・集中を基礎にして形成されたカルテ

ノレ・トラスト等の独占体は，まず部門内競争を制限し，生産価格を上廻る独占

39) ν ニン，前掴畜.144-へージ。
40) K. Marx， Okono皿 isch-philosophischeManuscripte， in Khi11e lj~on9mi~çhe Schrifte叫

1955. s. 96，藤野訳「経荷学哲学干稿」園民文庫， 96ベジ。
41) Smith， op. cit.， p. 61，訳， 214ベジ。
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価格壱設定し，平均利潤を上廻芯独占利i閏を獲得する。このさい，上の収飲機

構が作用すれば，独占価格は不可諮になるが，もし麻痔しているとすれば，そ

こに独占価格・独占利潤が生れてくる可能性があろう。ここでは.十分に展開

できないが，このように，独占価格を生産価格♂かかわる競争・資本移動の第

一の局面ではなく，市場価格にかかわる競争・資本移動の第二の局面でとらえ

る方がよりよいと思われる叫。つまり「独占価格の考察は，市場価格の現実的

運動を考察する競争論に属するJ(III， S. 814) というマルグ月の言は， 地代に

関係する「本来的独占価格Jにのみ妥当するばかりでなく，独占的段階での独

占価格にも妥当すると思われる。

むすび

以上，見田氏の平均利潤法則否定論を検討した。第I節では，当法則は剰余

価値の平等な再分配形態であるのみならず，競争による均等化機構号明らかに

する運動法則であることをみて，同時に本稿の総論的考察とした。第E節では，

氏の否定論の要をなす特殊的利潤率不成立論ぽ，資本家相互の関係の変化のと

らえ方，個別的利潤率平均不可能という考え方に難点があり，必ずしも云えず，

それゆえ平均利潤法則杏定論も必ずしも云えぬことをみて，ついで特殊的利潤

率不成立論は市場価値不成立論になるが，これもまた難点を有することを不十

分ながらみた。第E節では，当法則壱いくら完全に否定してみても，直線的，

同時的に最大限利潤法則の定立が云える訳でなく，定立を云うためにはその形

成機構を明らかにすべきであって，それは平均利潤・生産価格を否定するやり

方では不可能であること，むしろ生産価格を，相対的に小さい独占商品の個別

的価値が独占価格に生成する展開過程で必然的に経過せねばならない中間項・

媒介項としてとらえるべきこと，独占価格を生産価格からの市場価格の背離・

収倣機構においてとらえるべきこと，等をみた。

かくして，われわれは「はしがき」で設定した問題に不十分ながら一応の回

答を与えた。要約すれば独占価格論の課題とは，独占商品の相対的に少ない個
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別的価値がいかにして独占価格にまで展開しうるかというメカニズム壱明らか

にすることであり町， モの接近方法は，個別的価値→市場価値→生産価格→独

占価格の展開過程をたどることであり-，そのさい生産価格までを資本主義の一

般的理論としての『資本論』匂与えられたものと前提して，これを媒介項とし

て，生産価格→独占価格の過程(つまり， iまえがき」で云う (2)の問題)を積極

的に明らかにすればいい， ということである。今後，この残された問題号論究

するさい，独占価格の生産価格からの背離をもたらす諸事情・要因， 程度ぺ

国家の有効需要造出政策・ィ γフレによる下支えの事情，植民地からの収奪，

金融資本特有の利潤問， 景気循環の変容，等壱上向的に取入れたい。

(文中の失礼な点は御許し下さい。)

(追記) 去る昭和40年11月21日k催された京都大学経済学会定例研究報告会で行なっ

た，本原稿にもとづく問題名の私のったない報告に対して，もう一人の報告者，見田石

介教授より御親切にも色々と貴重なコメ νト壱頂いた。そのうちで本論文にかかわる重

要な点は，次の五点である。 (1) 価値法則，剰余価値法則は全段階に通ずる一般法則で

あるが，平均利潤法則は産業資本段曙にのみ妥当する特殊的法則である。 (2) 特殊的利

潤率はやはり独占段階では語りえない。 (3) 転形珂題を扱った最近の論交では，平均利
4時

潤法則をそれの形成機構を明らかにするものと考えている。 (4) 特殊的利潤率は不成立

でも市場価値はなくならず，一物一価が妥当し，価値は基本的に社会的価値である。

担) 利潤事低下法~U，地代論は再検討しなければならない。このうち， (1)， (2)は御自説を

〈りかえされた訳で，私の廃点は本文中でのべたとおりである。 (3)は，私の第 I節の論点

42) i独占価格は市場価格の一つの具体的形態である。 H.Hemb町民er，"Uber die Heraus-
bildung der I?urchschnittspro:fi.trate unter den Bedingungen des Impeualism."， Wirt司

".ぜt，削 S閉山chaft，1958， R 6， S. 843 ただしこれ以上の展開なし。
43) 宮本善男児は， rr費本論』の論理構造は『商品』の分析に拍まって『商品』の分析で終るJ，

「価値法則の貫徹過程Jと云われる (r資本論』における価値輸の位置】「経済研究」昭和 40年7
月， 201ページ)。

44) 前出の北車星111説， Bain (Barriers to New Competition， 1956) の参入障壁説， Sylos-

Labini の参入阻止価椿(~費用価格+矛子率， Olig(Jtoly 醐 d Tech町四ιProgr目 s. 1962， 
オー ι一 向 シ ベ " ' " 盟 主 ' "

p. 40)， Hall と Hitchのフルコスト原貝U(~単位あたりの主要費用+共通費用+慣例的利潤ネ

"Price Theory and Business Behaviorぺrep.in Wilson & Andrews (ed.)， 0イo吋

Studies叩 theP1叩 eMechan山 n.1951， p. 113)等色との次元で検討してみたu、。
45) 生産過程から上向した例，重囲澄男，独占末肋間， iマルクス経済学講座J2 ，昭和四年。故白杉民

の労作「独占理論の研究!昭和四年も生産過程でつくられた超過和IJi聞が 萌争段階でどうなるか
を明らかにして執しかったと思われる。
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を認めて下さったと思われる。 (5)については大いに期待したい。 (4)については，大いに

疑問があった。というのは，本文中でのベ，また教授自身も詳説されているとおり(見回

論文.p.lQー12.236-238-<ージ).特殊的利潤率は，同一部門内の市場価値形成に対応する

ものであるからである。とすれば， 方の不成立と他方の在続とはや、かにして可能であ

zか下 これに対して，教授よれ価値の生産価格への転化平均利潤率の形成は歴史

的であって，ぞれの完了後には，特殊的利潤率は，需給の現実的変動を反映し，平均利

潤率から上下に背離すZ部門利潤率の意味に変ってしまう，旨の御回答があった。特殊

的利潤車は，もはや『資本論』第3部第 8阜で云う，価値法則と資本の有機的構成によ

コて規定されるそれではな〈なれ市場価値次元ではなし生定価格段階の後に措定さ

れる市場価格次元に属するものとなり，それゆえ，市場価値の存続と特殊的利潤率の不

成立が両立しうることになるというのだろう。しかしそうすると. (1)氏の論文の「平

均利潤の本質」を論じた前半部分左，特殊的利潤率不成立を介して平均利潤法則の崩壊

を論じた後半部分では，特殊的利潤率の概念がい、ちがうこ士になり，前半部分が生き

てこな〈在ろ号し，また (2)氏のように，平均利潤法則の後に成立する第二の意味の特

殊的利潤率が語りえないからとて，当法則も語りえない，とは論理的に云えなくなるの

では;jJ:かろうか。また (3)第二の意味の特殊的利潤率なら，平均利潤率を前提にして生

れる概念であるから，なんらかの意味で平均利潤車そのものの独占段階におけるあり方

券論究古れる必要が生じてこよう。 ド)もしこのあり方を歴史的に与えられたものと考

えればいいというのなら，その平均利潤率は，単に歴史的に一度ぎり与えられた固定的

な大きさになり，日々刻々変動する価値生産によってもはや規制されず，高寺助教授が

いみじくも御示唆されたとおり vの高度化壱反映せず，その低落傾向も云えなくなる

ヤ('品九う c

問題は，価値の生産価格への転化，立均flJi閏率の形成号歴史的にのみ考えてし刈、かど

うかにかかわっている。ここでは十分に展開できないが，この転化は単に歴史的である

ばかりでなく日常的・現実的転化れ意味していると私には思われまいま，直接的生

産過程からでてきた直後の高品生産物 W'壱とってみるに， これは明かに一定の対象化

された価値壱もっているにすぎず，決して生れながらにして生産価格号つけている訳で

はなL、。その後の，商品の交換過程，諸資本の競争場裡に登場することによってはじめ

て，その商品の価値の生産価格への転化が行なわれるにすぎない。かくして，諸商品の

価値は， 日々刻々，日常的に生産価格に転化しているのである。これに対応して，第ー

の意味の特殊的利潤率引また平均利潤率に日々刻々，現実的に転化している。ただ，

現実的過程では，この流れと，第二の意味の特殊的利潤率(偶然的需給関係によって平

均利潤率から背離する)が平均利潤率仁収触する流れが，交錯L入りまじり，混とんと
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して現象しているのである。われわれは決して後者の流れだけをみてはいけないと思わ

れる。前者の流れを論理的抽象仁よって混とん・錯雑した現象から分離し，理論的に把

置することが，肝要であるし，またそうすることが後者の流れを理解する鍵を提供する

ことιなると思われる。これらの点に司、ては，いずれ転形問題と関連してのべること

にして，以上の点のみ追記しておとう。

* うかっとし、うか，不勉強とし、うか，入手不能の事情もあって，教授の「科学論」

昭和33年〈平均利潤論の御論文は昭和31年)をよんでいなかったが，今これをみる

、に， すでに同書，第 8章 (145-156ベ ジ)にわたしの論点がはコきりと強調古れ

てある。

州 本論中の注13)記載の教授の論文では. r転化とし、うのは論理的な転化の意味

だけではなく，現実の転化，しかもたんに日常的でな〈歴史的な転化の意味をもっ

ている。J((2). 58ベージ)とあわ 「日常的」転化と「歴史的な転化」の両者がみ

とめられているようであるが，全体としては後者に重点がおかれている。


